様式　第２
土砂の運搬に伴う交通事故及び生活障害の防止に関する協定書
山梨県　　地域県民センター所長（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が行う土砂の運搬に関し、交通事故及び生活障害を防止するため、次のとおり協定する。
（運搬計画の履行義務）
第１条　乙は、土砂の運搬にあたっては、別添の土砂運搬事前協議書の運搬計画を確実に履行するものとする。
（指導）
第２条　乙は、前条の履行にあたり、当該土砂運搬事業者に対し、適切な指導を行わなければならない。
（協定書の写しの携行）
第３条　乙は、運搬車両に、協定書の写しを携行させるものとする。
(改善措置）
第４条　甲は、乙がこの協定に違反したときは、乙に対し必要な改善措置をとるべきことを求めることができる。この場合において、乙は、これに協力しなければならない。
２　乙がこの協定を履行しているにもかかわらず、その土砂の運搬に伴う交通事故及び生活障害
が発生し、改善措置が必要と認められるときは、すみやかに甲乙協議のうえ適切な措置を講ず
るものとする。
（運搬計画の変更の協議）
第５条　乙は運搬計画を変更する必要があるときは、甲に協議するものとする。
（通知義務）
第６条　乙は、運搬車両が関係した人身の被害又は道路・橋梁等の公共物件の損壊に係わる交通事故が発生した場合には、すみやかに甲に通知するものとする。
（公共物の補修等）
第７条　乙は、その土砂の運搬により運搬経路に係る 道路・橋梁その他の公共物を著しく損傷し、又は損傷するおそれがあるときは、当該公共物の補修に関する工事を実施し、それに要する費用の全部又は一部を負担するものとする。
２　前項の補修に関する工事の実施又は費用の負担の方法等については、甲、乙及び当該公共物
の管理者が協議して定めるものとする。
（協定の取消し）
第８条　甲は、乙又は乙社の役員等が、山梨県土砂運搬適正化指導要綱における排除対象者として山梨県が定めた「暴力団員等」に該当することが判明したときは、協定を取り消すものとする。
（有効期間）
第９条　この協定書の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から、　　　　年　　　月　　　日までとする。
（その他）
第１０条　この協定書に定めない事項については、甲乙協議のうえ定めるものとする。
２　この協定書の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　
　　　　　　　　甲　　　山梨県　　　地域県民センター所長
　　　　　　　　乙
（別添：土砂運搬事前協議書）
